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１．16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年９月期 10,871 （ 14.6） 855 （110.1） 774 （239.3）

15年９月期 9,487 （ 10.6） 407 （ 11.4） 228 （ 30.0）

16年３月期 20,166 1,283 875 

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

 

 百万円 ％ 円  銭

16年９月期 487 （335.4） 53 05  

15年９月期 111 （103.0） 12 45  

16年３月期 461 51 23  

（注）１．期中平均株式数 16年９月中間期 9,184,397株 15年９月中間期 8,988,280株 16年３月期 9,016,590株 

      ２．会計処理の方法の変更    無 

   ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 円  銭 円  銭

16年９月期 5 00 － 

15年９月期 2 50 － 

16年３月期 － 7 50 

 

(3) 財政状態 （百万円未満切捨て） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

16年９月期 28,775 11,022 38.3 1,086 64 

15年９月期 25,319 7,705 30.4 851 90 

16年３月期 26,051 8,033 30.8 888 18 

（注）1.期末発行済株式数 16年９月中間期 10,143,650株 15年９月中間期 9,044,900株 16年３月期 9,044,900株 

2.期末自己株式数  16年９月中間期    6,350株 15年９月中間期   5,100株 16年３月期   5,100株 

 

２．17年3月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭

通 期 22,697 1,821 1,134 3 00 8 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 58円72銭 

（注）１株当たり年間配当金は、平成16年11月19日効力発生の株式分割（1：2）による発行済株式数の増加を考慮しており

ます。また１株当たり予想当期純利益の算出につきましては、当中間期に行った公募増資（1,000,000株）、及び公

募増資に伴うオーバーアロットメントによる売出しに関連して行った第三者割当増資（69,000株）、並びに上記株

式分割による発行済株式数の増加を考慮しております。 

 
※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき予測したものであり、リスクや不確定要素が含まれており当社グ

ループを取巻く経済情勢、株式市場動向により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる場合がありますのでご承知おきく

ださい。上記の予想に関連する事項については、添付資料をご参照ください。 
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６．中間財務諸表等 

(1）中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
対前中間期

比 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金 ※２ 1,846,960 3,841,111  1,686,960 

２．受取手形 ※２ 1,149,501 1,236,042  840,549 

３．売掛金 ※２ 6,667,266 7,576,567  7,699,636 

４．たな卸資産  5,504,283 5,178,065  5,387,436 

５．その他 ※５ 1,616,343 1,746,058  1,946,839 

貸倒引当金  △23,817 △24,000  △26,294 

流動資産合計   16,760,537 66.2 19,553,846 68.0 2,793,308  17,535,127 67.3

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１    

(1）土地 ※２ 2,449,527 2,449,527  2,449,527 

(2）その他 ※２ 1,244,315 1,262,214  1,252,522 

有形固定資産合
計 

 3,693,842 3,711,742 17,899 3,702,050 

２．無形固定資産  1,075,191 1,169,582 94,390 1,112,392 
３．投資その他の資

産 
    

(1）関係会社株式  2,692,217 3,508,063  2,970,642 

(2）その他 ※２ 1,190,142 891,020  798,032 

貸倒引当金  △92,000 △59,000  △67,000 

投資その他の資
産合計 

 3,790,359 4,340,083 549,723 3,701,675 

固定資産合計   8,559,394 33.8 9,221,408 32.0 662,014  8,516,118 32.7

資産合計   25,319,931 100.0 28,775,254 100.0 3,455,323  26,051,245 100.0

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形  2,528,622 2,293,333  2,632,312 

２．買掛金  1,569,255 2,011,421  2,121,990 

３．短期借入金 ※２ 7,529,650 5,953,494  6,473,785 
４．１年以内返済予

定長期借入金 
※２ 1,957,977 2,199,519  2,225,893 

５．未払法人税等  － 344,863  58,068 

６．賞与引当金  437,000 485,000  450,000 

７．製品保証引当金  45,000 42,000  43,000 

８．その他 ※５ 472,782 530,058  609,186 

流動負債合計   14,540,287 57.4 13,859,689 48.2 △680,598  14,614,235 56.1

Ⅱ 固定負債     

１．社債  500,000 700,000  700,000 

２．長期借入金 ※２ 1,974,098 2,452,877  2,029,149 

３．退職給付引当金  383,938 534,557  467,184 

４．その他  216,217 205,664  207,196 

固定負債合計   3,074,254 12.2 3,893,099 13.5 818,844  3,403,530 13.1

負債合計   17,614,542 69.6 17,752,789 61.7 138,246  18,017,765 69.2

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   3,204,750 12.7 4,480,087 15.6 1,275,337  3,204,750 12.3

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金  3,224,050 4,498,287  3,224,050 

資本剰余金合計   3,224,050 12.7 4,498,287 15.6 1,274,237  3,224,050 12.4

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金  72,000 72,000  72,000 

２．任意積立金  560,257 557,905  560,257 
３．中間（当期）未

処分利益 
 645,943 1,417,717  973,347 

利益剰余金合計   1,278,200 5.0 2,047,622 7.1 769,422  1,605,604 6.1
Ⅳ その他有価証券評

価差額金 
  6,158 0.0 6,410 0.0 252  6,845 0.0

Ⅴ 自己株式   △7,769 △0.0 △9,942 △0.0 △2,172  △7,769 △0.0

資本合計   7,705,388 30.4 11,022,465 38.3 3,317,076  8,033,480 30.8

負債資本合計   25,319,931 100.0 28,775,254 100.0 3,455,323  26,051,245 100.0
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(2）中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

対前中間期
比 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,487,880 100.0 10,871,819 100.0 1,383,938  20,166,720 100.0

Ⅱ 売上原価   6,450,406 68.0 7,080,631 65.1 630,224  13,505,803 67.0

売上総利益   3,037,473 32.0 3,791,188 34.9 753,714  6,660,917 33.0
Ⅲ 販売費及び一般管

理費 
  2,630,099 27.7 2,935,214 27.0 305,114  5,377,561 26.6

営業利益   407,373 4.3 855,973 7.9 448,600  1,283,355 6.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  79,713 0.8 74,851 0.7 △4,862  128,353 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  258,945 2.7 156,722 1.5 △102,223  536,088 2.7

経常利益   228,141 2.4 774,102 7.1 545,961  875,621 4.3

Ⅵ 特別損失 ※３  38,762 0.4 33,412 0.3 △5,349  122,936 0.6

税引前中間（当
期）純利益 

  189,379 2.0 740,690 6.8 551,310  752,684 3.7

法人税、住民税
及び事業税 

※５ 117,000 322,000  338,000 

法人税等調整額 ※５ △39,536 77,463 0.8 △68,552 253,447 2.3 175,983 △47,247 290,752 1.4

中間（当期）純
利益 

  111,916 1.2 487,242 4.5 375,326  461,932 2.3

前期繰越利益   534,027 930,474   534,027

中間配当額   － －   22,612

中間（当期）未
処分利益 

  645,943 1,417,717   973,347
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。 

同左  決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採

用しております。 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法を採用しております。

同左 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法を採用しております。 同左 同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 商品・製品・原材料・仕掛品 商品・製品・原材料・仕掛品 商品・製品・原材料・仕掛品

  総平均法による原価法

（ただし、仕掛品の一部は

個別法による原価法）を採

用しております。 

同左 同左 

 貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原

価法を採用しております。

同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  定率法を採用しております。

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降、新たに取得した建

物（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 定率法を採用しております。

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法により、市場販売目的

のソフトウェアについては、見

込販売収益（見込有効期間５

年）に基づく償却方法によって

おります。 

同左 同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  均等償却によっております。 同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

同左  従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（323,480千円）については、

５年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（323,480千円）については、

５年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

 (4）製品保証引当金 (4）製品保証引当金 (4）製品保証引当金 

  製品の無償補修費用の支出に

備えるため、売上高に対する過

去の支出割合に基づき必要額を

計上しております。 

同左 同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしている場

合には特例処理を採用しており

ます。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

 金利スワップ、通貨スワッ

プ、通貨オプション 

金利スワップ、通貨オプ

ション 

金利スワップ、通貨オプ

ション、為替予約 

 ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

 借入金の利息、売掛金、買

掛金、外貨建予定取引 

借入金の利息、買掛金、外

貨建予定取引 

借入金の利息、買掛金、外

貨建予定取引、外貨建預金

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  為替及び金利の変動に伴う、

キャッシュ・フローの変動リス

クの軽減を目的に通貨及び金利

に係るデリバティブ取引を行っ

ております。 

 実需に基づくものを対象とし

てデリバティブ取引を行ってお

り、投機目的のデリバティブ取

引は行っておりません。 

同左 同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

 また、通貨関連のデリバティ

ブ契約の締結時に、リスク管理

方針に従って、外貨建による同

一通貨、同一金額で同一期日の

為替予約等をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確

保されているので中間決算日に

おける有効性の評価を省略して

おります。 

同左  ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

 また、通貨関連のデリバティ

ブ契約の締結時に、リスク管理

方針に従って、外貨建による同

一通貨、同一金額で同一期日の

為替予約等をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確

保されているので決算日におけ

る有効性の評価を省略しており

ます。 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

同左 同左 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

  未払法人税等は、前中間会計期間は、流動負債の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当中間会計期間において負債及び資本

合計の100分の1を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間の未払法人税等の金額は119,217千円であ

ります。 

 

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

────── （法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が23,000

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益が、23,000千円減少しておりま

す。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,802,402千円 4,956,116千円 4,868,909千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 
 

現金及び預金 195,000千円 

受取手形 25,664千円 

売掛金 40,393千円 

土地 2,443,189千円 

有形固定資産「その
他」 

654,068千円 

投資その他の資産
「その他」 

132,238千円 

合計 3,490,554千円 
  

 
受取手形 26,522千円

土地 2,443,189千円

有形固定資産「その
他」 

628,008千円

投資その他の資産
「その他」 

98,375千円

合計 3,196,096千円
  

 
現金及び預金 195,000千円

受取手形 25,004千円

売掛金 20,107千円

土地 2,443,189千円

有形固定資産「その
他」 

626,754千円

投資その他の資産
「その他」 

98,417千円

合計 3,408,473千円
  

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。
 

短期借入金 4,725,806千円 

１年以内返済予定長
期借入金 

1,460,061千円 

割引手形 323,387千円 

長期借入金 1,635,957千円 

保証債務 145,000千円 

合計 8,290,212千円 
  

 
短期借入金 3,773,416千円

１年以内返済予定長
期借入金 

1,384,757千円

割引手形 280,242千円

長期借入金 1,773,474千円

合計 7,211,890千円
  

 
短期借入金 4,127,189千円

１年以内返済予定長
期借入金 

1,480,324千円

割引手形 388,381千円

長期借入金 1,694,230千円

保証債務 145,000千円

合計 7,835,126千円
  

３ 偶発債務 

  保証債務 

３ 偶発債務 

  保証債務 

３ 偶発債務 

  保証債務 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 
 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

72,825
(750,000千韓 

ウォン)
借入債務 

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

264,193
(2,045千ユーロ)

借入債務 

㈱オリエンテッ
ク 

180,000 借入債務 

合計 517,018 － 

  

 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

96,900
(1,000百万韓 

ウォン)
借入債務

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

280,246
(2,045千ユーロ)

借入債務

合計 377,146 － 

  

 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

92,200
(1,000百万韓 

ウォン)
借入債務

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

263,559
(2,045千ユーロ)

借入債務

㈱オリエンテッ
ク 

180,000 借入債務

合計 535,759 － 

  
４ 受取手形割引高 ４ 受取手形割引高 ４ 受取手形割引高 

 
受取手形割引高 1,178,882千円 

  

 
受取手形割引高 1,122,246千円

  

 
受取手形割引高 1,372,239千円

  
※５ 消費税等の取扱い ※５ 消費税等の取扱い ※５     ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金銭的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金銭的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 
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前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

６ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

６ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

６ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当期

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 
 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,300,000千円 

借入実行残高 280,000千円 

差引額 2,020,000千円 
  

 
当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,300,000千円

借入実行残高 180,000千円

差引額 2,120,000千円
  

 
当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,300,000千円

借入実行残高 280,000千円

差引額 2,020,000千円
  

 

 

発行済株式数の増加 

前中間会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本金組入総額（円）

有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 1,200,000 638 382,800,000 

 

当中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本金組入総額（円）

新株予約権（ストックオプション）の行使 31,000 621 9,641,000 

有償一般募集（公募増資） 1,000,000 2,524 1,184,000,000 

第三者割当（有償一般募集に伴うオーバーアロットメントに
よる新株式の発行） 

69,000 2,524 81,696,000 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 

受取利息 7,581千円 

受取配当金 18,346千円 

金利スワップ評価益 28,062千円 

開発助成金 14,697千円 
  

 
受取利息 1,737千円

受取配当金 30,587千円

為替差益 18,609千円
  

 
受取利息 15,468千円

受取配当金 24,599千円

金利スワップ評価益 28,199千円

開発助成金 29,667千円
  

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
 

支払利息 139,015千円 

為替差損 88,603千円 
  

 
支払利息 121,972千円

  

 
支払利息 273,725千円

為替差損 184,453千円
  

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 
 

退職給付会計基準変
更時差異償却 

32,348千円 

  

 
退職給付会計基準変
更時差異償却 

32,348千円

  

 
投資有価証券売却損 43,701千円

退職給付会計基準変
更時差異償却 

64,696千円

  
４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

 
有形固定資産 147,070千円 

無形固定資産 230,035千円 
  

 
有形固定資産 149,636千円

無形固定資産 153,285千円
  

 
有形固定資産 318,849千円

無形固定資産 402,591千円
  

※５ 税効果会計 ※５ 税効果会計 ※５     ───── 

 当中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当期において予定して

いる利益処分による特別償却準備金の取

り崩しを前提として、当中間会計期間に

係る金額を計上しております。 

同左  

 

（リース取引関係） 

 当社は、証券取引法第27条の30の６の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので、記載を省略し

ております。 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 851円90銭 

１株当たり中間純利益 12円45銭 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

12円26銭 

  

 
１株当たり純資産額 1,086円64銭

１株当たり中間純利益 53円05銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

52円02銭

  

 
１株当たり純資産額 888円18銭

１株当たり当期純利益 51円23銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

50円41銭

  
   

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

１株当たり中間（当期）純
利益金額 

中間（当期）純利益 111,916千円 487,242千円 461,932千円 

普通株主に帰属しない金
額 

－千円 －千円 －千円 

普通株式に係る中間（当
期）純利益 

111,916千円 487,242千円 461,932千円 

期中平均株式数 8,988千株 9,184千株 9,016千株 

    

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整
額 

－千円 －千円 －千円 

普通株式増加数 143千株 181千株 147千株 

（うち新株引受権） （143千株） （181千株） （147千株）

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益の
算定に含めなかった潜在株
式の概要 

────── ────── ────── 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 平成16年８月23日開催の当社取締役会にお

いて株式分割による新株式の発行を行う旨の

決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、以下のとおりであ

ります。 

────── 

１．平成16年11月19日をもって普通株式１株

につき２株に分割します。 

 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式 10,150,000株
 

 

 株式会社あしぎんフィナンシャルグループ

の子会社である株式会社足利銀行が、平成15

年11月29日付で内閣総理大臣より預金保険法

第102条第１項第３号に定める措置の必要性

の認定を受けるとともに、預金保険機構が株

式会社足利銀行の株式を取得することの決定

（特別危機管理開始決定）がなされました。 

 平成15年９月末現在当社の保有する株式会

社あしぎんフィナンシャルグループの株式数

は371,177株（普通株式）、帳簿価額は

51,222千円（取得価額：48,201千円）であり

ます。 

(2）分割方法 

 平成16年９月30日最終の株主名簿及び実

質株主名簿に記載または記録された株主の

所有株数を、１株につき２株の割合をもっ

て分割します。 

 

 ２．配当起算日 

平成16年10月１日 

 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前中間会計期間及び前事業年度

における１株当たり情報並びに当期首に行

われたと仮定した場合の当中間会計期間に

おける１株当たり情報は、それぞれ以下の

とおりとなります。 

 

 
 

前中間 
会計期間 

当中間 
会計期間 

前事業年度

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

425円95銭 543円32銭 444円09銭

１株当たり
中間純利益 

１株当たり
中間純利益 

１株当たり
当期純利益 

6円23銭 26円53銭 25円62銭

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益金額 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益金額 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益金額 

6円13銭 26円01銭 25円21銭

  

 

 

 

 


